○○○○○㈱監査役会　御中

　　　　　　　　　　
	取締役
	業務執行確認書

	執行役員
	


　

注意事項

①「私は」のところは「私の管轄する職務において知るかぎりでは」と読み替えてください。また重複する質問があります。

②（記入方法：各項目の該当する□欄に、✓印をつけてください）
1．善管注意義務・忠実義務（任務懈怠をしていないこと）についての確認

【確認事項】
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［説明］
「善管注意義務」とは取締役が会社から委任を受けた職務執行に対し、善良なる管理者としての注意義務を果たすこと、および会社に対して忠実に職務を執行する義務を負っていることで、担当職務はもちろんのこと会社全体の職務執行に責任を負っていることが大きなポイントです。

［関連法令］

＊会社法330条　［株式会社と役員の関係］　株式会社と役員の関係は、委任に関する規定に従う。

＊民法644条　［受任者の注意義務］　受任者は委任の本旨に従い、善良な管理者の注意をもって委任事務を処理する義務を負う。

＊会社法355条　［取締役の忠実義務］　取締役は、法令および定款ならびに株主総会の決議を遵守し、株式会社のため忠実にその職務を行わなければならない。

＊会社法423条　［役員等の株式会社に対する損害賠償責任］　取締役・監査役は、その任務を怠ったときは、株式会社に対し、これによって生じた損害賠償する責任を負う。
2．取締役（執行役員）の競業取引および利益相反取引の制限義務についての確認

【確認事項】　（競業取引について）
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【確認事項】　（利益相反取引について）
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［説明］

①取締役と会社との利益相反取引には、次の場合があります。

・取締役がその取締役個人を当事者として会社と直接取引をする場合

・取締役が他社の取締役もしくは各種団体の役員を兼任し、その代表者として会社と取引をする場合

②取締役の「利益相反取引」には、会社と第三者の間の取引で、会社と取締役の利害が相反する取引（間接取引）も含む。

　　例えば、会社が取締役個人の債務を銀行等、第三者に保証する場合などがこれにあたります。

③取締役が利益相反取引を行う場合は、その取引に関して重要な事実を開示して取締役会の事前の承認を得、その取引に関する重要事実につき遅滞なく取締役会に事後報告することが必要です。
④取締役が会社の事業と同類の取引を会社外で行うことを「競業取引」といいます。この場合には事前に取締役会の事前の承認と遅滞なき事後報告が必要となり、無断で取引をすると法令違反となります。また他社の取締役との兼任は原則禁止ではありませんが、行為が利益相反となったり、競業取引となるような場合には取締役会の承認が必要とされます。
⑤「取引」には、物品・サービス等の売買、金銭・動産・不動産の貸借、債務の補償・被保証、担保の提供・受入、利息の支払・受取等一切の取引を含みます（無償の取引も含みます）。
［関連法令］

＊会社法356条　［競業及び利益相反取引の制限］1項、365条［競業及び取締役会設置会社との取引等の制限］1項　取締役は次の場合には取締役会において、当該取引の重要事実を開示して、その承認を受けなければならない。

1．自己または第三者のために株式会社の事業の部類に属する取引をしようとするとき

2．自己または第三者のために株式会社と取引をしようとするとき

3．株式会社が取締役の債務を保証することその他取締役以外のものとの間において株式会社と当該取締役との利益が相反する取引をしようとするとき
3．取締役（執行役員）の関連当事者取引に関する確認

【確認事項】

（1）当社と私及び私の二親等内の親族との取引


□　有


□　無
　□　確認を保留する

※　有の場合、私または私の二親等の親族（氏名、続柄、職業、当社株式保有数）別の取引の内容、金額、債権債務等の残高

（









）
（2）当社と私及び私の二親等内の親族の傍系会社との取引

　□　有

　□　無

　□　確認を保留する

　※　有の場合、傍系会社及び事業内容、傍系会社が保有する当社株式、私及び私の二親等内の親族（氏名、続柄）と傍系会社との関係及び取引の内容、金額、債権債務等の残高

　（








）

（3）私が代表取締役に就任している当社以外の会社と当社との取引
　□　有

　□　無

　□　確認を保留する

　※有の場合、会社名、事業内容、当該会社と当社との取引内容、金額、債務債権等の残高

　（








）
注1.「二親等内の親族」とは、配偶者、両親、子供、子供の配偶者、孫、孫の配偶者、兄弟姉妹、兄弟姉妹の配偶者、祖父母、配偶者の両親、配偶者の兄弟姉妹、配偶者の祖父母をいいます。

注2.「傍系会社」とは本人及びその二親等内の親族が議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等並びに当該会社等の子会社をいいます。

［説明］

企業会計基準では、関連当事者取引を財務諸表の注記事項として開示が必要とされています。

［関連法令］

＊「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）

＊「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）
4．無償の利益供与をしていないことについての確認

【確認事項】
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［説明］

①無償の利益供与（寄付金・物品の贈呈・政治献金など）は、会社の利益を害するおそれがあるので、会社の規模、経営実績、利益供与の規模、相手方の諸般の事情を考慮し、不当なものである場合は善管注意義務違反の問題を生ずることがある。

②また、重要な財産の処分に該当するような場合には、それとは別に金額基準により経営会議、取締役会における承認が必要である。

［関連法令］

＊会社法362条　［取締役会の権限等］4項　取締役会は次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を取締役に委任することができない。

＊会社法120条　［株主等の権利の行使に関する利益供与］1項　株式会社は何人に対しても株主の権利、当該株式会社に係わる適格旧株主の権利又は当該株式会社の最終完全親会社等の株主の権利の行使に関し、財産上の利益の供与をしてはならない。

＊会社法970条　［株主の権利の行使に関する利益供与の罪］　3年以下の懲役または300万円以下の罰金
5．不適正の経理処理（粉飾決算）および計算書類等の虚偽記載を行っていないことの確認

【確認事項】
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［説明］

①粉飾決算とは企業業績が悪化し、利益の低下または欠損を生じた場合に、会計処理を操作して架空の利益を計上し、または損失を少なく見せかけること。

②粉飾決算は結果として違法配当や違法な役員賞与とお手盛り報酬を伴うこととなり、関与した取締役は民事責任（損害賠償）と刑事責任（特別背任罪など）を負うことになる。
［関連法令］

＊会社法429条　［役員等の第三者に対する損害賠償責任］2項1号ロ　計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書に記載し、又は記録すべき重要な事項についての虚偽の記載を行ったときは、当該役員等は、これによって第三者に生じた損害を賠償する責任を負う。

＊金商法197条　［罰則］1項　有価証券報告書の虚偽記載罪　10年以下の懲役、若しくは1,000万円以下の罰金又は併科

＊会社法462条　［剰余金等の配当に関する責任］1項6号　会社に対する責任―違法配当＊会社法960条　［取締役等の特別背任罪］　取締役が自己若しくは第三者の利益を図り又は株式会社に損害を与える目的で、任務違反行為をし、会社に財産上の損害を加えた場合10年以下の懲役若しくは1,000万円以下の罰金又は併科

＊金商法21条　［不実の届出書の提出会社の役員等の賠償責任］　取締役個人も責任を負う
＊刑法247条　［背任罪］　任務に違反して会社に財産上の損害を与えた場合　5年以下の懲役又は50万円以下の罰金
6．インサイダー取引をしていないことの確認

【確認事項】
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［説明］

・「インサイダー取引（内部者取引）」とは、未公表の重要な会社情報を知った役員または従業員等が、その情報の公表前に、自社および取引先等の発行する株式の売買を行うことをいう。なお、役員または従業員本人のみならず、借名や家族名義なども対象となる。
・改正金融商品取引法（平成25年6月19日公布、平成26年4月1日施行）においては、売買者でなくても、重要事実公表前に情報を伝達した者や取引を推奨した者も規制の対象となる。
［関連法令］

＊金商法166条　［会社関係者による内部者取引の禁止］　次の各号に掲げる者（会社関係者）であって、上場会社等に係る業務等に関する重要事実を当該各号に定めるところにより知った者は、重要事実の公表がされた後でなければ、当該上場会社等の特定有価証券等に係る売買その他の有償の譲渡若しくは譲受け又はデリバティブ取引をしてはならない。

＊上場会社等の役員が自社株式の売買を行った場合は、報告書を内閣総理大臣に提出することが義務づけられている。

（金商法163条　［上場会社等の役員等による特定有価証券等の売買等の報告の提出］）

＊上場会社等の役員が6ヵ月以内に行った自社株式で利益が出た場合、会社は利益の提供を要求できる。

（金商法164条　［上場会社等の役員等の短期売買利益の返還］）

＊金商法175条　［課徴金納付命令―インサイダ取引禁止の違反］　インサイダー取引の売買金額と重要事実公表後の価額の差額を徴収することができる。併せて5年以下の懲役若しくは500万円以下の罰金又は併科、法人両罰5億円以下の罰金（金商法207条［両罰規定］1項2号）
7．自己株式及び配当等の処分の手続きについての確認

【確認事項】
□　私が知る限りにおいて、自己株式の取得又は処分等に関し、法令・定款に違反する事実はない。
□　私が知る限りにおいて、剰余金の配当に関し、法令・定款に違反する事実はない。

□　確認を保留する　　　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

［説明］
①会社は一定の場合において、自己株式を取得し、保有しておくことができる。
但し、自己株式を意図的な相場操縦の手段として使用することを禁じている。その取得には株主総会決議、取締役会決議などの手続きが定められており、さらに買付決議の開示（自己株券買付状況報告書）、有価証券報告書・決算書類等による開示が義務付けられている。又、保有している自己株式の消却ないし処分についての定めがある。
②分配可能額を超えて配当又は自己株式の有償取得などを行ってはいけない。
　［関連法令］
○会社法135条　［親会社株式の取得の禁止］　子会社は、その親会社である株式会社の株式を取得してはならない。

○会社法155条　［株式会社による自己の株式の取得］ 会社は一定の場合（制限列挙している）において、自己株式を取得することができる。

○会社法156条　［株式の取得に関する事項の決定］　株式会社が株主との合意により当該株式会社の株式を有償で取得するためには、あらかじめ、株主総会の特別決議によって、取得する株式数、金額、期間（1年を超えない）等を定めなければならない。

○会社法165条　［市場取引等による株式の取得］ 2項　取締役会設置会社は、市場取引等により当該株式会社の株式を取得することを取締役会の決議によって定めることができる旨を定款で定めることができる。

○会社法178条　［自己株式の消却］及び199条　［自己株式の処分（募集事項の決定)］条文略。
○会社法461条　［配当等の制限］1項　株主に対して交付する金銭等の帳簿価額の総額は、当該行為がその効力を生ずる日における分配可能額を超えてはならない。　
同項2号　自社株式の取得も剰余金の分配制限に含まれる。

○会社法462条　［剰余金の配当等に関する責任］、464条　［買取請求に応じて株式を取得した場合の責任］及び465条　［欠損が生じた場合の責任］　分配可能額を超える配当等がなされた場合の責任等（配当金の交付額の会社への弁済など）について規定。

○会社法963条　［会社財産を危うくする罪］ 5項1号　株式会社の計算において不正にその株式を取得したとき　2号　法令又は定款の規定に違反して剰余金の配当をしたとき、ともに5年以下の懲役若しくは500万円以下の罰金又は併科。

○金商法24条の6  ［自己株券買付状況報告書の提出］　各月ごとに自己株式の買付状況に関する事項その他を記載した報告書を内閣総理大臣に提出しなければならない。
○金商法162条の2  ［上場等株券の発行者である会社が行うその売買に関する規制］　自己株式売買を行う場合も意図的な相場操縦を禁止されており、売買には一定の要件（「有価証券の取引等の規制に関する内閣府令」）が定められている。
8．経営判断原則についての確認

【確認事項】（取締役を執行役員、および取締役会を経営会議と読み替えて回答ください）
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［説明］

①取締役は、意思決定と業務執行だけでなく監視・監督の役割、つまり取締役は、取締役会のメンバーとして、代表取締役およびその他の取締役の業務執行を監視する義務を負っている。取締役は他の取締役が法令や定款に違反する行為や会社に損害を与える行為をしようとしたときは、取締役会開催を請求し、指摘し是正させなければならない。

②経営の意思決定においては、その決定のプロセスが合理的かつ誠実なもの、つまり経営判断原則に則っていなければならない。

［関連法令］

＊会社法362条　［取締役会の権限等］2項1・2号　取締役会は、業務執行の決定を行うとともに取締役の職務執行を監督する。

＊会社法369条　［取締役会の決議］5項　取締役会の決議に参加した取締役であって議事録に異議をとどめないものは、その決議に賛成したものと推定する。

＊取締役の意思決定に関する経営判断原則

　監査役監査基準○条　［取締役会等の意思決定の監査］

①事実認識に重要かつ不注意な誤りがないこと

②意思決定過程が合理的であること

③意思決定内容が法令または定款に違反していないこと

④意思決定内容が通常の企業経営者として明らかに不合理でないこと

⑤意思決定が会社の利益を第一に考えてなされていること
9．監査役への報告義務についての確認

【確認事項】　　　（取締役を執行役員と読み替えて回答ください）
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［説明］

取締役は会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、直ちに監査役に報告する義務があります。

「著しい損害を及ぼす事実」と「そのおそれのある事実」には次のような例が該当します。

①業績予想の著しい変動、大幅な損失、資産の下落の発生およびそのおそれなど
②法令等への抵触懸念、官公庁等による立ち入りなどによる指摘など
③貸倒債権および貸倒のおそれのある債権の発生ならびにその懸念

④重加算税等の追徴課税の発生など
⑤事業遂行に重大な支障のある事故の発生およびその懸念

［関連法令］

＊会社法357条　［取締役の報告義務］　取締役は、株式会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、直ちに、当該事実を監査役会（監査役設置会社にあっては監査役、監査等委員会設置会社にあっては監査等委員会）に報告しなければならない。

＊会社法381条　［監査役の権限］（要旨）　監査役は、取締役の職務の執行を監査し監査報告を作成すると共に、取締役・使用人等に対し事業の報告を求め、業務及び財産の状況の調査権を有し、子会社に事業の報告を求め、子会社の業務及び財産の状況の調査権を有している。
10．反社会的勢力との関係についての確認

［確認事項］

［説明及び関連法令］
企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切の関係をもたず、また｢反社会的勢力｣からの不当な要求に対しては、組織全体で毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断しているかの確認である。
①取締役会において、反社会的勢力との関係遮断の基本方針を決議する。
②取引開始時に相手方が反社会的勢力ではないか属性確認を行う（公知情報調査、警察への照会等）とともに契約書や取引約款に暴力団排除条項（判明時の契約解除条項等）を導入する。
③｢反社会的勢力｣とは、次のいずれかに該当するものをいう。
　（ア）「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（略称「暴対法」）2条1項2号に定義される「暴力団」及び2条1項3号に定義される「指定暴力団」など
（イ）「総会屋」、「特殊知能暴力集団」、「政治活動標榜ゴロ」、「社会運動標榜ゴロ」などの団体又は個人
（ウ）上記の他、暴力・威力・脅迫的言辞及び詐欺的手法を用いて不当な要求を行い、経済的利益を追求する団体又は個人
○東京都暴力団排除条例3条　［基本理念］
　　　暴力団排除活動は、暴力団が都民の生活及び都の区域内の事業活動に不当な影響を与える存在であるとの認識の下、暴力団と交際をしないこと、暴力団を恐れないこと、暴力団に資金を提供しないこと及び暴力団を利用しないことを基本として、都、特別区及び市町村（以下「区市町村」という。）並びに都民等の連携及び協力により推進するものとする。
○東京都暴力団排除条例18条　［事業者の契約時における措置］
＊①事業者は、事業に係る契約が暴力団の活動を助長するなどの疑いがあると認める場合には、その契約の相手方等が暴力団関係者でないことを確認するよう努めるものとする。
＊②事業者は、事業に係る契約を締結する場合には、「契約の相手方等が暴力団関係者であることが判明した場合には、催告することなく契約を解除することができる」という内容の特約を契約書に定めるよう努めるものとする。
○東京都暴力団排除条例24条　［事業者の規制対象者等に対する利益供与の禁止］　１項及び３項
11．その他の不正取引をしていないことについての確認

【確認事項】　　　（取締役を執行役員と読み替えて回答ください）
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［説明および関係法令］

ここにおける確認は今まで触れていなかった取締役個人が負わされる責任を例示し、これについて確認をいたします。

①悪意又は重過失があった場合、その結果発生した損害賠償責任　

会社法429条　［役員等の第三者に対する損害賠償］

②取締役がその職務に関し、不正の請託を受けて、財産上の利益を収受し、又はその要求若しくは約束したとき　

会社法967条　［取締役の贈収賄罪］1項・2項　5年以下の懲役若しくは500万円以下の罰金

③任務に違反して会社に財産上の損害を与えた場合　

　会社法960条　［特別背任罪］　10年以下の懲役若しくは1,000万円以下の罰金又は併科
12．重要な法令、定款および社内規則に違反していないことの確認

【確認事項】


[image: image10]
［説明］

ここにおける確認は今までに触れていなかった重要な法令、定款および社内規則を例示して、これに違反していないかを確認いたします。

①定款　　②金融商品取引法　　③社内規則・規程　　④独占禁止法　　⑤個人情報保護法

⑥公益通報者保護法　　⑦不正競争防止法　　⑧環境保全関連法令（環境基本法・大気・水質・騒音・地下水・廃棄物処理法・リサイクル法）　　⑨下請法　　⑩消費者保護関連法令（製造物責任等）　　⑪その他当社事業に関連する法令
13．会社法の内部統制システム、監査役監査等内部監査体制の構築・運営責任についての確認

【確認事項】　　　（取締役を執行役員と読み替えて回答ください）
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［説明および関係法令］

①会社法は、取締役会設置会社に対して「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するをことを確保するための体制　その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」を決議し、遵守することを義務付けている。

＊会社法348条［業務の執行］3項4号、362条［取締役会の権限等］4項6号・5項、　会社法施行規則100条［業務の適正を確保するための体制］1項・3項

②上記の内部統制システムの構築および運用状況については、毎期の事業報告に記載することが義務付けられている。

＊会社法436条［計算書類等の監査等］、施行規則118条［事業報告の内容］2項

③東京証券取引所は上場企業に対して、コーポレート・ガバナンスに関する報告書・適時開示宣誓書・適時開示体制概要書の提出を要求している。

14．取締役欠格事由不存在についての確認

【確認事項】　　　（取締役を執行役員と読み替えて回答ください）


[image: image12]
［説明および関係法令］

会社法で定められた欠格事由についての確認です。

＊会社法331条　［取締役の資格等］

以上、すべて相違ありません。

平成　　　　年　　　　月　　　　日
	○○○○○○株式会社
	取締役
	

	
	執行役員
	印


出所：監査懇話会「取締役　職務執行確認書」2014年2月をもとに修正。

http://kansakonwakai.com/
□　私は取締役として善管注意義務及び忠実義務を履行している


□　確認を保留する　　　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　）





□　私は会社の業務と競合するような取引を自己または第三者のために行ったことはない


□　確認を保留する　　　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）





□　私は会社と利益が相反する取引を自己または第三者のために行ったことはない


□　確認を保留する　　　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　）





□　私は会社の財産に関しては無償の利益供与（反対給付が著しく少ない財産上の利益供与を含む）を行ってはいない


□　確認を保留する　　　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）





□　私は不適正な経理処理および計算書類等の虚偽記載を行っていない


□　確認を保留する　　　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　）





□　私は自社および取引先等の株式の取得または処分は行わなかった


□　私は自社および取引先等の株式の取得または処分を行ったが、適法に行った


□　私は、重要情報の適時開示手続きや役職員の有価証券取引ルールを定めた「内部者取引管理規程」を整備し、遵守している。


□　私は、法令に則り、適時開示を行っている


□　確認を保留する　　　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）








□　私は取締役会決議および代表取締役または業務執行取締役の職務執行にあたっての意思決定について監視・監督し、経営判断原則に則って行われるように発言等をしている


□　確認を保留する　　　□　その他　　（　　　　　　　　　　　　　　　）











□　報告義務に従い報告すべき事実はなかった


□　私は会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、直ちに監査役へ報告すべき義務を履行している


□　確認を保留する　　　　□　その他　　（　　　　　　　　　　　　　　　）





□　私は、反社会的勢力との関係を一切もっていない


□　私は、反社会的勢力に関し取引開始時の属性確認及び契約書等への排除条項の導入を確認している。


□　確認を保留する　


 □　その他

















□　私は取締役の職務の執行に関し、不正の行為をしていない


□　確認を保留する　　　□　その他　　（　　　　　　　　　　　　　　　　）





□　私は定款、社内規則および法令については理解している


□　私は定款、社内規則および法令に違反する行為をしていない


□　確認を保留する　　　　□　その他　　（　　　　　　　　　　　　　　）





□　私は取締役として会社法ならびに法務省令に基づき、会社及びその子会社からなる企業集団の内部統制システムを適正に構築し、これを運営している


□　確認を保留する　　　　□　その他　　（　　　　　　　　　　　　　　　）





□　私は下記に該当しない


□　確認を保留する　　　　□　その他　　（　　　　　　　　　　　　　　　）


1．法人


2．会社法、中間法人法の規定違反、または証券取引法（金融商品取引法）、民事再生法、会社更生法、破産法のうち、会社法で定める罪で刑に処せられ、その執行を終わった日から2年を経過していない者（従って執行猶予中の者も欠格者となる）


3．上記2に規定する法律の規定以外の法令に違反し、禁固刑以上の刑に処せられ、その執行が終わっていない者
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